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新たな大都市制度の創設に向けた検討状況等について 

 

１ 国の検討状況について 

  昨年 12 月に総務省が「持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会」の下に

「大都市における行政課題への対応に関するワーキンググループ」を設置し、大都

市に特有の行政課題に対応する観点から、大都市に関する制度や大都市圏域での取

組に関し、具体的な課題の整理及び対応方策について幅広く議論が行われています。 

 

  ＜大都市における行政課題への対応に関するワーキンググループ＞ 

  委 員 構 成：大学院教授等の学識経験者 11 人 

  オブザ ーバ ー：地方六団体、指定都市市長会、特別区長会 

  開催日程・内容： 

 日程 内容 

第１回 ６年 12 月 16 日 事務局説明（現行制度、アンケート調査結果、諸外国の例 等） 

第２回 ７年１月 28 日 ヒアリング①：指定都市制度、「特別市」制度について 

第３回 ７年２月頃 ヒアリング②：都区制度、大阪府の取組について 

第４回 ７年３月頃 ヒアリング③：広域的な課題への対応について 

第５回 

以降 

７年４月頃～ 論点整理に向けた議論 

 ⇒ 夏頃（予定）にとりまとめ 

 

２ 指定都市市長会シンポジウムの開催について 

指定都市市長会と本市の共催により、新たな大都市制度について分かりやすくお

伝えするため、広く市民の皆様を対象にシンポジウムを開催します。 

 

  ＜開催概要＞ 

   日 時：令和７年３月８日（土）14 時開始 

   会 場：戸塚区民文化センター さくらプラザ ホール 

   定 員：300 人 

   登 壇 者：山中 竹春  （横浜市長） 

        古川 直季 氏（総務大臣政務官） 

        辻 琢也 氏 （一橋大学大学院法学研究科教授） 
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３ 特別市に関する説明会の実施状況について 

本市が目指す特別市に係る理解促進と、法制化の実現に向けた機運醸成のため、

地域活動にご尽力いただいている市民の皆様などを対象とした説明会を順次開催し

ています。これまでに 13 区で開催しました。 

 

  ＜これまでの開催状況＞ 

開催月 開催区 

６年８月 泉区 

６年 11 月 緑区、保土ケ谷区、中区 

６年 12 月 神奈川区、港北区、戸塚区、西区、南区、鶴見区、磯子区 

７年２月 瀬谷区、栄区 

 

４ 高圧ガス保安法に係る事務・権限の移譲について 

  本市は、「横浜市神奈川県調整会議」（令和２年 11 月）における横浜市長・神奈川

県知事の協議結果に基づき、コンビナート地域の防災力強化に向けて、コンビナー

ト地域における高圧ガス製造許可等の事務・権限移譲に向けた実務協議を進めてき

ました。 

  このたび、令和６年 12 月に神奈川県の「事務処理の特例に関する条例」が改正・

公布され、令和７年４月１日から、神奈川県から横浜市へ事務・権限が移譲される

ことが決定しました。 

  この事務・権限移譲が実現することで、消防を担う横浜市が、これまでの危険物

の許可権限に加え、コンビナート地域における高圧ガス保安法の権限を併せて担う

ことにより、一体的な指導による保安体制の充実が図られるほか、災害発生時にも

迅速かつ円滑な対応が可能になります。 

  なお、コンビナート地域以外の高圧ガス保安法に係る事務・権限は、第５次地方

分権一括法により、平成 30 年に本市に移譲されており、今後は市内のすべての地

域で、本市が事務を行うこととなります。 

 

５ 添付資料 

（１）「大都市における行政課題への対応に関するワーキンググループ」の開催（総

務省報道資料） 

（２）大都市における行政課題への対応に関するワーキンググループ提出資料（第

２回）（指定都市市長会・川崎市提出資料） 

（３）指定都市市長会シンポジウムチラシ 

（４）高圧ガス保安法に係る事務・権限の移譲に関する記者発表資料 

 



 

令和６年１２月１２日 

 

「大都市における行政課題への対応に関するワーキンググループ」の 

開催 

 

 

１．開催趣旨  

 大都市に特有の行政課題に対応する観点から、大都市に関する制度や大都市圏域で

の取組に関し、具体的な課題の整理及び対応の方策について幅広く議論を行うことを

目的として、持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会の下にワーキンググルー

プを開催します。 

 

 

２．構 成 員  

別紙名簿のとおり 

 

 

３．第１回ワーキンググループ  

 日時：令和６年１２月１６日（月）１０時００分～１２時００分 

 

  

［連絡先］ 

 自治行政局行政課 松田理事官、高林係長 

 電話：03-5253-5509（行政課直通） 



（別紙） 

大都市における行政課題への対応に関するワーキンググループ 

構成員名簿 

 

 

（座長） 

太 田 匡 彦 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 

（構成員） 

伊 藤 正 次 東京都立大学大学院法学政治学研究科教授 

川 嶋 三恵子 読売新聞東京本社編集局教育部長 

北 島 周 作 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

久木元 美 琴 京都大学大学院人間・環境学研究科准教授 

関 口   智 立教大学経済学部教授 

野 口 貴公美 一橋大学副学長・大学院法学研究科教授 

野 澤 千 絵 明治大学政治経済学部教授 

福 岡 安都子 東京大学大学院総合文化研究科教授 

待 鳥 聡 史 京都大学大学院法学研究科教授 

村 上 裕 一 北海道大学大学院公共政策学連携研究部・法学部教授 

 

（オブザーバー） 

全国知事会 

全国都道府県議会議長会 

全国市長会 

全国市議会議長会 

全国町村会 

全国町村議会議長会 

指定都市市長会 

特別区長会 









































 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
コンビナート地域の高圧ガス製造許可等に関する 

高圧ガス保安法の事務・権限について、 
令和７年４月１日から横浜市に移譲されます！ 

 

横浜市・神奈川県では、「横浜市神奈川県調整会議」（令和２年 11 月）における横浜市長・

神奈川県知事の協議結果に基づき、コンビナート地域の防災力強化に向けて、コンビナート

地域における高圧ガス製造許可等の事務・権限移譲に向けた実務協議を進めてきました。 

このたび、令和６年 12 月に神奈川県の「事務処理の特例に関する条例」が改正・公布され、

令和７年４月１日から、神奈川県から横浜市へ事務・権限が移譲されることが決定しました

ので、お知らせいたします。 

この事務・権限移譲が実現することで、消防を担う横浜市が、これまでの危険物の許可権限

に加え、コンビナート地域における高圧ガス保安法の権限を併せて担うことにより、一体的

な指導による保安体制の充実が図られるほか、災害発生時にも迅速かつ円滑な対応が可能に

なります。 

 

１ 移譲時期 

  令和７年４月１日 

 

２ 権限移譲内容 

  コンビナート地域における高圧ガス製造許可等 

 

３ 権限移譲に伴う今後の対応について 

  令和７年４月１日から本市で取り扱う事務手続きについては、改めて事業者等に周知・

案内を行います。 

 

※なお、コンビナート地域以外の高圧ガス保安法に基づく許可等の事務・権限については、第

５次地方分権一括法による高圧ガス保安法の改正により、平成 30 年４月に既に横浜市に移譲

されています。 

 

お問合せ先 

（権限移譲全般に関すること） 

政策経営局広域行政課担当課長 柴 政紀  Tel 045-671-2109 

（高圧ガスの製造許可等の内容に関すること） 

消防局保安課担当課長  川田 千年  Tel 045-334-6615 

令 和 ７ 年 １ 月 1 4 日 
政 策 経 営 局 広 域 行 政 課 
消 防 局 保 安 課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 



コンビナート地域の⾼圧ガス製造許可等に関する⾼圧ガス保安法
の事務・権限の移譲について

移譲前（令和７年３⽉３１⽇まで）

移譲後（令和７年４⽉１⽇から）

コンビナート地域以外 コンビナート地域

横浜市

事業者等

神奈川県

事業者等

許可等
申請等

許可等
申請等

横浜市内のすべての地域 コンビナート地域

◎⼀体的な指導による保安体制の充実化
◎災害発⽣時における迅速かつ円滑な対応が可能
※災害発⽣時は、⽯油コンビナート等災害防⽌法により神奈川県知事が
⽯油コンビナート等防災本部⻑として総合調整

申請等
許可等

コンビナート地域における
⾼圧ガス保安法の事務・権限が
神奈川県から横浜市に移譲へ

⾼圧ガス(※1)の製造許可等、⾼圧ガス保安法の事務は、コンビナート地域は
災害発⽣時に被害が市域を超える危険があるとして神奈川県が所管し、コ
ンビナート地域以外は横浜市が所管(※2)。
※1 圧縮ガス、圧縮アセチレンガス、液化ガス、政令指定液化ガス
※2 第５次地⽅分権⼀括法（平成30年）により横浜市に移譲

横浜市内のすべての地域で、横浜市が事務を所管。

事業者等

横浜市
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